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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期累計期間
第10期

第２四半期累計期間
第９期

会計期間
自平成28年３月１日
至平成28年８月31日

自平成29年３月１日
至平成29年８月31日

自平成28年３月１日
至平成29年２月28日

売上高 （千円） 3,610,292 5,550,368 9,356,452

経常利益 （千円） 347,158 663,123 1,266,154

四半期（当期）純利益 （千円） 232,323 457,277 856,285

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 260,595 290,136 263,043

発行済株式総数 （株） 6,657,300 13,565,300 13,458,600

純資産額 （千円） 2,052,885 3,199,181 2,681,648

総資産額 （千円） 3,450,837 5,813,895 5,113,591

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 17.45 33.87 64.06

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 14.92 28.76 54.66

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 59.3 54.8 52.3

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 338,274 35,635 1,371,826

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △194,518 △193,902 △341,806

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 205,086 365,863 561,793

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 1,307,218 2,757,786 2,550,190

 

回次
第９期

第２四半期会計期間
第10期

第２四半期会計期間

会計期間
自平成28年６月１日
至平成28年８月31日

自平成29年６月１日
至平成29年８月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.35 10.71

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、重要な関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

５．当社は、平成28年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っておりますが、第９期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額を算定しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社を有しておりません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策および日銀の金融緩和策を背景に、企業収益

および雇用・所得環境の改善もあり、総じて緩やかな回復基調で推移いたしました。

　当社の属する衣料品小売業界におきましては、インターネットを通じた販売が引き続き伸長いたしました。

　このような状況のもとで、当社は、前年度に引き続き、商品力強化、優良な仕入先の確保、戦略的な店舗展開、

人材の確保と育成等に取り組んでまいりました。

　ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態におきましては、初の海外店舗となる「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　香港店」と、大阪・なんば

パークス内に、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＭＥＮＳ　なんば店」及び「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ　なんば店」

を出店しました。加えて、取引先であるアパレルブランドのＥＣ店舗を運営開始し、当第２四半期累計期間に２店

舗を出店しました。一方で、ルミネマン渋谷の閉店に伴い、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　渋谷店」を閉店し、「ＳＴＵＤ

ＩＯＵＳ　ＭＥＮＳ神南店」の拡大のため、「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＷＯＭＥＮＳ神南店」を閉店しました。また、

香港出店に伴い、マーケティングが終了したため「ＳＴＵＤＩＯＵＳ　ＧＬＯＢＡＬ　ＯＮＬＩＮＥ　ＳＴＯＲ

Ｅ」を休止しました。

　ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態におきましては、「ＵＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ　横浜店」、「ＵＮＩＴＥＤ　Ｔ

ＯＫＹＯ　丸の内店」がオープンいたしました。

　この結果、当第２四半期末における店舗数は、ＳＴＵＤＩＯＵＳ業態が30店舗（うち、ＥＣ店舗が６店舗）、Ｕ

ＮＩＴＥＤ　ＴＯＫＹＯ業態が12店舗（うち、ＥＣ店舗が２店舗）となりました。

　以上により、当第２四半期累計期間の売上高は、5,550,368千円（前年同期比53.7％増）、営業利益663,464千円

（前年同期比91.7％増）、経常利益663,123千円（前年同期比91.0％増）、四半期純利益457,277千円（前年同期比

96.8％増）となりました。

(2）財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末の資産合計は、5,813,895千円と前事業年度末に比べて700,304千円の増加となりまし

た。これは主に、現金及び預金が207,595千円、たな卸資産が302,903千円増加したためであります。

（負債）

　当第２四半期会計期間末の負債合計は、2,614,713千円と前事業年度末に比べて182,771千円の増加となりまし

た。これは主に、未払法人税等が113,996千円減少した一方、１年内返済予定の長期借入金が133,344千円、長期借

入金が172,204千円増加したためであります。

（純資産）

　当第２四半期会計期間末の純資産合計は、3,199,181千円と前事業年度末に比べ517,532千円増加し、自己資本比

率は54.8％となりました。これは主に、四半期純利益の計上に伴い、利益剰余金が457,277千円増加したためであ

ります。

②キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末から207,595

千円増加し、2,757,786千円となりました。当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要

因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における営業活動の結果得られた資金は、35,635千円となりました。これは主に、税引前

四半期純利益の計上663,183千円があったことに対し、たな卸資産の増加額302,903千円、法人税等の支払額

314,921千円があったためです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における投資活動の結果支出した資金は、193,902千円となりました。これは主に、有形

固定資産の取得による支出57,202千円、差入保証金の差入による支出22,932千円、関係会社株式の取得による支出

99,605千円があったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期累計期間における財務活動の結果得られた資金は、365,863千円となりました。これは主に、長期

の借入による収入400,000千円があったためです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5）従業員数

　当第２四半期累計期間において、主として業容の拡大に伴う定期及び期中採用により従業員数が大幅に増加し、

166人となりました。

　なお、従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数を含んでおりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ(E31742)

四半期報告書

 6/24



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年10月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,565,300 13,610,600
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない、当社に

おける標準となる株

式であります。単元

株式数は100株であ

ります。

計 13,565,300 13,610,600 － －

　（注）提出日現在発行数には、平成29年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成29年７月14日

新株予約権の数（個） 2,660

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株）
266,000

（注）1

新株予約権の行使時の払込金額（円）
4,645

（注）2

新株予約権の行使期間
自 平成30年10月１日

至 平成34年８月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格   　4,645

資本組入額   2,323

（注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の

承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）５

（注）１．付与株式数は、本新株予約権の割当日後を基準日として、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを

含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についての

み行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これら

の場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整される

ものとする。

　　　２．　本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株

式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自

己株式の移転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上

げる。

 
既発行株式数×

新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式

にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、

「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額

の調整を行うことができるものとする。
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　　　３．①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生

じたときは、その端数を切り上げるものとする。

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．①　新株予約権者は平成30年２月期乃至平成32年２月期のいずれかの事業年度の当社ののれん償却前営業

利益（営業利益にのれん償却額を加算した額をいい、以下同様とする。）が下記の各号に掲げる各金額

を超過した場合、平成30年10月１日又は当該のれん償却前営業利益を達成した期の有価証券報告書の提

出日の翌月１日のいずれか遅い日から、各新株予約権者に割り当てられた新株予約権のうち当該各号に

掲げる割合（以下、「行使可能割合」という。）を限度として行使することができる。行使可能な本新

株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切り捨てた数とする。

（a）のれん償却前営業利益が2,000百万円を超過した場合：

　行使可能割合25％

（b）のれん償却前営業利益が2,400百万円を超過した場合：

　行使可能割合50％

（c）のれん償却前営業利益が2,800百万円を超過した場合：

　行使可能割合75％

　なお、上記のれん償却前営業利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される損益計算書

（連結損益計算書を作成している場合、連結損益計算書）における営業利益及びキャッシュ・フロー計算

書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成している場合、連結キャッシュ・フロー計算書）におけるのれ

ん償却額を参照するものとする。また、国際財務報告基準の適用等により参照すべき項目の概念に重要な

変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会で定めるものとする（以下、同様とする。）。

②　新株予約権者は平成30年２月期乃至平成34年２月期のいずれかの事業年度の当社ののれん償却前営業

利益が3,200百万円を超過した場合、平成30年10月１日又は当該のれん償却前営業利益を達成した期の

有価証券報告書の提出日の翌月１日のいずれか遅い日から、全ての新株予約権を行使することができ

る。

③　上記①及び②の規定にかかわらず、平成30年２月期乃至平成32年２月期のいずれかの事業年度の当社

ののれん償却前営業利益が1,290百万円を下回った場合には、上記①又は②に基づいて既に行使可能と

なっている新株予約権を除き、それ以後、本新株予約権を行使することができない。

④　新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役ま

たは従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると

取締役会が認めた場合は、この限りではない。

⑤　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑥　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑦　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、「新株予約権

割当契約書」に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割

契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

６．当社は、以下の事由が生じた場合、本新株予約権を無償にて取得することができるものとします。

(1）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議

案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会

（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会）で決議されたとき

(2）新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合（ただし、取締役会において正当な理

由があると認められた場合を除く）、又は当社所定の書面により新株予約権の全部又は一部を放棄した

場合

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年６月１日～

平成29年８月31日

（注１）

64,700 13,565,300 26,378 290,136 26,378 274,136

　（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

　　　　２．平成29年９月１日から平成29年９月30日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が45,300

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ8,355千円増加しております。
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（６）【大株主の状況】

  平成29年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

谷　正人 東京都渋谷区 2,123,500 15.65

鹿島　克美 東京都世田谷区 2,000,000 14.74

中水　英紀 東京都渋谷区 1,431,500 10.55

株式会社 MT Asset Management 東京都渋谷区東一丁目２番20号 1,056,000 7.78

株式会社 K Asset Management 東京都渋谷区神宮前三丁目21番８号 680,000 5.01

株式会社 ASIA Asset Management 東京都渋谷区鶯谷町14番 588,000 4.33

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 552,100 4.07

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

505001

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決済

営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都港区港南２丁目１５－１　

品川インターシティＡ棟）

458,900 3.38

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA

USA 02111

（東京都中央区日本橋３丁目１１番

１号）

309,000 2.28

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 288,300 2.13

計 － 9,487,300 69.94

 （注）平成28年９月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、フィデリティ投信株

式会社が平成28年８月31日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
大量保有者                                 フィデリティ投信株式会社

住所                                       東京都港区六本木七丁目７番７号

保有株券等の数                             株式 822,400株

株券等保有割合                             6.18％
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年８月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　　 100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　13,561,000 13,561

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い、当社における標準と

なる株式であります。単

元株式数は100株でありま

す。

単元未満株式 普通株式　　　 4,200 － －

発行済株式総数 　　　　　13,565,300 － －

総株主の議決権 － 13,561 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が6株含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年８月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社
ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ

東京都渋谷区

渋谷一丁目２番５号
100 － 100 0.0

計 － 100 － 100 0.0

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成29年６月１日から平成29

年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成29年３月１日から平成29年８月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、三優監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

 なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準       　1.0％

売上高基準     　0.3％

利益基準       △2.5％

利益剰余金基準 △0.5％
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

（平成29年２月28日）
当第２四半期会計期間
（平成29年８月31日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,550,190 2,757,786

売掛金 519,569 572,585

たな卸資産 ※１ 942,861 ※１ 1,245,765

その他 94,700 108,158

流動資産合計 4,107,323 4,684,295

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 466,461 490,494

その他（純額） 53,998 24,668

有形固定資産合計 520,459 515,162

無形固定資産 12,329 12,368

投資その他の資産   

差入保証金 429,798 443,923

その他 43,680 158,143

投資その他の資産合計 473,479 602,067

固定資産合計 1,006,267 1,129,599

資産合計 5,113,591 5,813,895

負債の部   

流動負債   

買掛金 941,700 992,184

1年内返済予定の長期借入金 133,344 266,688

未払費用 257,315 300,717

未払法人税等 331,238 217,242

賞与引当金 109,266 74,450

ポイント引当金 39,431 50,457

その他 169,866 90,981

流動負債合計 1,982,163 1,992,721

固定負債   

長期借入金 444,432 616,636

その他 5,346 5,355

固定負債合計 449,778 621,991

負債合計 2,431,942 2,614,713

純資産の部   

株主資本   

資本金 263,043 290,136

資本剰余金 247,043 274,136

利益剰余金 2,166,570 2,623,847

自己株式 △198 △198

株主資本合計 2,676,458 3,187,922

新株予約権 5,190 11,259

純資産合計 2,681,648 3,199,181

負債純資産合計 5,113,591 5,813,895
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

売上高 3,610,292 5,550,368

売上原価 1,702,058 2,689,600

売上総利益 1,908,234 2,860,767

販売費及び一般管理費 ※ 1,562,052 ※ 2,197,303

営業利益 346,182 663,464

営業外収益   

受取利息 9 32

受取配当金 40 40

受取補償金 900 -

その他 358 367

営業外収益合計 1,307 439

営業外費用   

支払利息 321 497

為替差損 - 282

その他 9 1

営業外費用合計 331 780

経常利益 347,158 663,123

特別利益   

新株予約権戻入益 - 60

特別利益合計 - 60

税引前四半期純利益 347,158 663,183

法人税等 114,834 205,906

四半期純利益 232,323 457,277
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

 当第２四半期累計期間
(自　平成29年３月１日
　至　平成29年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 347,158 663,183

減価償却費 38,106 61,685

ソフトウエア償却費 1,683 1,812

賞与引当金の増減額（△は減少） △16,523 △34,816

ポイント引当金の増減額（△は減少） 9,380 11,026

受取利息及び受取配当金 △49 △72

支払利息 321 497

売上債権の増減額（△は増加） △55,822 △53,015

たな卸資産の増減額（△は増加） △93,508 △302,903

仕入債務の増減額（△は減少） 147,951 50,484

その他 91,544 △46,882

小計 470,244 350,999

利息及び配当金の受取額 49 54

利息の支払額 △321 △497

法人税等の支払額 △131,697 △314,921

営業活動によるキャッシュ・フロー 338,274 35,635

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △135,222 △57,202

長期前払費用の取得による支出 △1,928 -

ソフトウエアの取得による支出 △5,704 -

資産除去債務の履行による支出 △4,130 -

差入保証金の差入による支出 △74,171 △22,932

差入保証金の回収による収入 26,640 -

関係会社株式の取得による支出 - △99,605

関係会社貸付けによる支出 - △14,162

投資活動によるキャッシュ・フロー △194,518 △193,902

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 200,000 400,000

長期借入金の返済による支出 - △94,452

自己株式の取得による支出 △103 -

新株予約権の発行による収入 5,190 6,650

新株予約権の行使による株式の発行による収入 - 53,665

財務活動によるキャッシュ・フロー 205,086 365,863

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 348,841 207,595

現金及び現金同等物の期首残高 958,376 2,550,190

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,307,218 ※ 2,757,786
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【注記事項】

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。
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（四半期貸借対照表関係）

　※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年２月28日）
当第２四半期会計期間
（平成29年８月31日）

商品 938,570千円 1,242,120千円

貯蔵品 4,291 3,645

 

　２　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（平成29年２月28日）
当第２四半期会計期間
（平成29年８月31日）

当座貸越極度額の総額 800,000千円 800,000千円

借入実行残高 - -

差引額 800,000 800,000

 

（四半期損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の通りであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
　　至 平成28年８月31日）

　当第２四半期累計期間
（自 平成29年３月１日
　　至 平成29年８月31日）

地代家賃 450,355千円 562,252千円

販売手数料 271,708 491,953

給料及び手当 307,753 409,207

賞与引当金繰入額 39,618 74,450

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自 平成29年３月１日
至 平成29年８月31日）

現金及び預金勘定 1,307,218千円 2,757,786千円

現金及び現金同等物 1,307,218 2,757,786
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　平成28年３月１日　至　平成28年８月31日）

　当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　平成29年３月１日　至　平成29年８月31日）

　当社は、衣料品販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間

（自　平成28年３月１日
至　平成28年８月31日）

当第２四半期累計期間
（自　平成29年３月１日
至　平成29年８月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 17.45円 33.87円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 232,323 457,277

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 232,323 457,277

普通株式の期中平均株式数（株） 13,314,593 13,501,617

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 14.92円 28.76円

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） - -

普通株式増加数（株） 2,257,640 2,400,324

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

-

 

-

 

（注）当社は、平成28年９月１日付で株式１株につき２株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年10月13日

株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥ

取締役会　御中

 

三優監査法人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 林　　寛尚　　印

 

 業務執行社員 公認会計士 吉川　雄城　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＴＯ

ＫＹＯ　ＢＡＳＥの平成２９年３月１日から平成３０年２月２８日までの第１０期事業年度の第２四半期会計期間（平成

２９年６月１日から平成２９年８月３１日まで）及び第２四半期累計期間（平成２９年３月１日から平成２９年８月３１

日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＴＯＫＹＯ　ＢＡＳＥの平成２９年８月３１日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

その他の事項

　会社の平成29年２月28日をもって終了した前事業年度の第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間に係る四半期財務

諸表並びに前事業年度の財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成28年10月12日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該財務諸表に対し

て平成29年５月26日付けで無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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